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１．はじめに

　2004年アメリカ大統領選の争点ともなったオフショア化は，日本においても進展をみせつつ

ある （１）。いわゆる貿易可能化革命によって，従来は非貿易財とされてきたサービスが貿易財化

したことで（UNCTAD，2004），競争上の圧力にさらされている先進国諸企業は新たな活路を

見出し，インドや中国といった成長著しい国々へと自身のサービス業務を移転させているので

ある。

　各オフショア化推進企業 （２）はそれぞれ異なる目的をもってオフショア化に着手しているが，

欧米企業を対象とした先行調査によると，オフショア化推進企業がほぼ共通して掲げる目的は

賃金格差を利用したコストの削減，または国外へのコストの持ち出しである（例えば，Lewin 

and Peeters，2006）。この他コンサルティング会社等によってオフショア化がもたらす影響を予

測する研究が行われてはいるものの （３），Mandel（2007）が示すように，現状としてはオフショ

ア化の規模は不明瞭な統計でしか把握できていない （４）。

　こうした事情もあって，オフショア化に対しては政策上，実務上，学問上ともに議論が交わ

されている（Lepkowski，2007）（５）。具体的に言うと，オフショア化は「オフショア化によって

国内の雇用が海外へと流出しているおそれがあり，したがってオフショア化はサービス分野で

の空洞化を誘発し得るものであり警戒すべき」との考え方や，「米国の一部の州において州政府

業務のオフショア化を規制する動きが出てきている」という現実等の幾分消極的なイメージを

はらむ一方で，「オフショア化はもはや選択肢ではなく必須のものである」と論じられたり，「社

内においてはオフショア化実行の意思決定に何の異論も出ない」，と言われることもある

（Inkpen and Ramaswamy，2006）。

　これは，部分的にはオフショア化の目的の多様性および各記述における分析単位の違いを反

映しているのであろうが，より根本的な問題がもたらす結果であるようにも思われる。すなわ

ち，オフショア化という表現が示すところのものは，時間の流れとともに変化を遂げ，さらに

は企業によってオフショア化の行い方が違っている，という問題である （６）。したがって本稿の
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目的は，オフショア化の多様性を明らかにすることで，オフショア化研究に関する礎石を敷く

ことにある。

２．オフショア化研究のための分析視点整理

　オフショア化に関し，これまで様々な定義や事例が提示されてきた。表１はオフショア化の

実例をまとめたもので，表２はオフショア化の定義を整理したものである。全ての先行調査や

先行研究を対象としているわけではないものの，これらの表から，オフショア化という表現に

不明瞭さをもたらす特徴的な要因として，次の５点を挙げることができる。すなわち，（１）「オ

フショア」という表現は何を意味しているのか（表現の問題），（２）オフショア化は低コスト

国への展開に限るのか（ロケーションの問題），（３）オフショア化される仕事にはどういった

ものがあるのか（オフショア化対象業務の問題），（４）オフショア化はアウトソーシングと同

義語なのか（オフショア化先での所有構造の問題），および（５）オフショア化はどのような

方法を通して実行されているのか（デリバリーモデルに関する問題），である。以下，これら

の問題を軸としてオフショア化の現状を整理する。 
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実　　　　　　　　例産　　　業

Delta Air Linesは全国向け予約サービスの一部について，インドを拠点と
するWipro Spectramindへオフショア・アウトソーシングを行った。第三
者ベンダーのオフショア化受入企業であるWiproは，ムンバイにある自社
のコールセンターからDelta Air Linesの予約サービスを管理する。これに
よりDelta Air Linesは，2003年だけでおよそ2600万ドルのコスト削減を達
成した。

航　　　　　空

Boeingはインターネットベースシステムの開発について，ロシアの
LUXOFTへオフショア・アウトソーシングを行った。これにより，Boeing
は少なくとも50パーセントの開発コスト削減を達成した。

航　空　宇　宙

America Online（AOL）はフィリピンのスビクに大規模なコールセンター
を設置し，約3500万人のAOL契約者からeメールで寄せられた質問等を処
理する。コールセンターには500名のフィリピン人従業員を配置し，24時間
体制で顧客サービスを行う。

インターネットサービス

BellSouth Corporationは，Accentureがインドで運営する施設へIT関連業務
をオフショア・アウトソースしている。BellSouth Corporationがオフショ
アへ持ち出すIT関連業務は，全体の３分の１から２分の１を占める。これ
により，今後５年間で２億7500万ドルのコスト削減が見込まれる。

テレコミュニケーション

Microsoftは，１億ドルの投資を行いインドの製品開発および研究開発セン
ターを拡大すると発表した。一方Oracleは，インドのソフトウェア開発要
員を現在の２倍にあたる6000人に増員すると発表した。

ソフトウェア

表１　オフショア化の実例



２−１．「オフショア」の意味

　Jahns, Hartman, and Bals（2006）は，オフショア化の定義付けを試みた論文の中で「オフショ

ア」という表現の多様性に触れている。彼らによれば，先行研究および調査が意味するところ

の「オフショア」の範囲は広く，Monczka, Markham, Carter, Blascovich, and Slaight（2005）に

よる最も簡素な「国境の外」という意味をはじめとし，Shamis, Green, Sorensen, and Kyle（2005）

の「国内でもボーダーカントリーでもない場所」，Pfannenstein and Tsai（2004）およびRobinson 

and Kalakota（2004）の「遠隔地の低コストロケーション」，Kotabe（1990）およびSmith, Mitra, 

and Narasimhan（1996）による「大陸の外に位置するどこかの場所」といった具合である。こ

れらの文献は「オフショア」がどこを指すのかを直接的に位置付けようとするものである。

　これ以外にも，オフショア化元以外のロケーションを段階的に分類することでオフショアを

示すことができる。まず便宜上，世界を本国（オフショア化元）とその他の国々（オフショア）
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企業が仕事の一部を海外に移すことDeloitte Research（2003）
国内で供給されていたサービス機能を，海外で生産されたサービスの輸入
へと切り替える企業または政府の意思決定

GAO（2004）

生産，流通，事業サービス，またはコアアクティビティである研究開発な
どのビジネスサービスを，国境の外にある低コストロケーションへと再配
置すること

Erber and Sayed-Ahmed
（2005）

企業が生産的活動を海外へと移す行為であり，これは第三者プロバイダー
または完全所有 （キャプティブ）子会社によって行われる

Sako（2006）

他国（通常は低コスト国）の完全所有会社または独立したサービスプロバ
イダーに活動を置くことLewin and Peeters（2006）

財およびサービスの生産の全部または一部をFDIや業務委託を通して第
三国へと移転することであり，本国へ再輸入（re-import）するという意図
を伴うものである

Yeaple（2005）

表２　オフショア化の定義例

(注)　Robinson and Kalakota (2004)をもとに，筆者作成。

投資銀行のGoldman Sachsは，IT業務、エクイティリサーチ，および管理
業務をインドのキャプティブセンターへ移管中である。また，Lehman 
Brothers，JP Morgan，およびMorgan Stanleyも同様の戦略を採用している。

金融サービス

Aetnaは，ソフトウェアアプリケーション開発，クレームデータ入力，お
よびクレーム紛争処理の一部をインドへ移管した。また，WellCare，
Coventry Health Care，United Health Care，Kaiser Permanente，およびBlue 
Cross Blue Shieldといったその他の企業も，患者のスケジューリングから
売掛金の処理まで，広範なヘルスケアサービスをオフショア化している。

医　　　　　療
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に分類して考える。本国（オフショア化元）とはオフショア化推進企業が属する国のことであ

り，欧米や日本等の先進国である場合が多い。次に，その他の国々（オフショア）を「ニア

ショア」と「ファーショア」に分類する。ここで問題となるのが，「ニアショア」と「ファー

ショア」の分類基準である。例えば，シカゴの顧客に対してカナダのトロントにあるコールセ

ンターからサービスを提供する，といった場合，オフショア化元はアメリカであり，ニアショ

ア化先はカナダ（トロント）である。ニアショア化先はファーショア化先と比較すると，オフ

ショア化元からの地理的距離が近く（Erber and Sayed-Ahmed, 2005），賃金コストはオフショ

ア化元より低い一方でファーショア化先よりは高いが（Trampel, 2004），オフショア化元との

文化的距離をみた場合にはファーショア化先ほどの差はない （７）。最後に，オフショア化の主目

的がコストの削減である以上（Trampel, 2004），「オフショア」は低コストロケーションである

べきだろう。したがって第一段階で「オフショア」として分類したその他の国々はそれら全て

がオフショア化先とはならず，本国と比較した場合の低コストという特徴を備えた国のみが「オ

フショア」である （８）。

　しかしながら先行文献における「ファーショア」への言及状況についてみた場合，本稿で言

うところの「ファーショア」を「オフショア」と表現するものも多い。そこで，「ファーショ

ア」を意味する「オフショア」を「狭義のオフショア」とし，「ニアショア」を含む「オフショ

ア」，すなわち第一段階で分類した「オフショア」のことを「広義のオフショア」と呼ぶこと

もできる （９）。なお本稿では，広義の意味でオフショア化という表現を使用している。

２−２．オフショア化対象プロセス

　オフショア化の対象を論じる文献では主に，分類を行うことに焦点が当てられている（例え

ば，Metters，2007およびYoungdahl and Ramaswamy，2008）。最も一般的な分類としては

Robinson and Kalakota（2004），Kalakota（2005），Trefler（2005），およびMcKinsey（2003）が

挙げられる （10）。これらの研究を中心としてオフショア化対象プロセスをまとめると，製造，IT，

バックオフィス，およびフロントオフィスの４つに分類することができる。ただしオフショア

化対象の変遷をみる場合には，後者二つはビジネスプロセスとしてまとめられ，製造，IT，お

よびビジネスプロセスの３分野に分類される （11）。より具体的には，以下の通りである。

　まず製造のオフショア化については，先進国諸企業が単純組み立て作業を人件費の安いメキ

シコ，プエルトリコ，カナダ，韓国，あるいは台湾などに移転した，1990年代にその始期を求

めることができる。まもなくして，家庭用電化製品やPCの生産の多くはこれらの国々に飲み

込まれることとなったが，その後マレーシアを始めとした東南アジア諸国が台頭し，2000年代

に入ると中国が他の追随を許さないほどの安価な人件費を有するオフショア化先として注目を

浴びるようになった。

　したがって，製造活動のオフショア化に関する先行研究では主に，製造企業が分析の対象と

なっていた。この時期，大規模製造企業は次々とグローバル規模でオペレーションを開始し，
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世界の各ロケーションのうち最良の供給源を見つけ出すべく，様々な国のサプライヤーから原

材料や中間財や最終製品を調達するようになった。こうして，サプライチェーンはよりグロー

バルで，かつ複雑なものとなったのである。

　これに続き同様のパターンを辿ったのが，IT関連サービスのオフショア化である。1990年代，

オフショア化推進企業はとりわけY2K問題への対応策として，アプリケーション開発やメンテ

ナンスのオフショア化を開始した。これは，オフショア化推進企業がオンショアでは十分なIT

関連資源を見つけることができなかった，ということが大きな理由であった。その後，Y2K関

連の業務はメインフレーム，eコマース，および企業資源計画（ERP）のプログラミングを含む

までに成長し，2000年代初頭に入るとIT関連サービスのオフショア化はヘルプデスクや技術サ

ポートをも取り込むようになった。

　各企業がインハウスのIT部門を取り除き始めたその他の理由としては，ITそれ自体はコモ

ディティー化しているため，多くの企業がインハウスで新たな情報システムを開発することに

ほとんど興味を示さなくなったという点である。その結果，新興国経済に拠点を構える二次サ

プライヤーのネットワークを利用できるようなEDSやアクセンチュアといった専門プロバイ

ダーが，成長を加速させるようになった。ERPシステムをはじめとした，広範な企業活動のた

めの商用サポートシステムが提供されるようになったということは，独立系サプライヤーは

個々のクライアントの要求に合わせたサービスだけでなく，健全なプラットフォームの提供を

も求めるような市場に対処しなければならなくなったということである（Kotabe and 

Mudambi, 2009）。

　製造やIT関連サービスと比較すると，コールセンター，財務・会計，人的管理，および取引

処理といった業務を含むビジネスプロセスは幾分違った様相を見せた。1990年代には，多くの

企業が様々な事業部活動を一元管理・集約し，シェアードサービスセンターを設立した。シェ

アードサービスセンターは本来，Do It Yourself型のインソーシングモデルである。そこでは大

企業が自身の専門サービスセンターを設置し，このセンターはカスタマーケアや取引処理と

いった業務に献身する。ビジネスプロセスのオフショア化の場合，このシェアードサービスセ

ンターの一部がGEやAmerican Expressを筆頭としてオフショアへと移動したのである。例え

ばAmerican Express Travel Related Servicesは46以上の取引処理拠点を有し，それぞれに20〜40

名の従業員を抱えていた。これらの拠点は北アメリカ，ラテンアメリカ，EMEA（ヨーロッパ，

中東，およびアフリカ），およびAPA（アジア太平洋およびオーストラリア）を含む様々な地

域に分布していたが，1990年代半ば，これらの拠点が３つのシェアードサービスセンターに集

約された。すなわち，１つはアメリカ向けのサービス提供を目的としてアリゾナ州フェニック

スに設置され，もう１つはヨーロッパ向けにイギリスのブライトン，最後は日本およびAPA向

けにインドのグルガオンに置かれたのである。こういった初期のイノベーターの活動によって，

インド，フィリピン，南アフリカ，およびロシアといった国々にバックオフィス処理拠点を設

置する大企業の数は着実に増加した。
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　こうした初期のビジネスプロセスのオフショア化以降，現在では，一部のビジネスプロセス

アウトソーシングの受け手企業がトランスフォーメーションアウトソーシングを提供するまで

に進化している。すなわち，インドのWiproをはじめとした第三者オフショア化受入企業の経

験の深さを活用することで，オフショア化推進企業はコストの削減だけでなく，サービスやナ

レッジプロセスの変革を達成するための経路を追及することも可能になった（Linder，2004）。

トランスフォーメーションアウトソーシングにおいては，例えばGenpact，Accenture，または

IBM Servicesといったビジネスプロセスアウトソーシングの受け手企業が，まず人的資源や

ファイナンス，またはITなどの全体的機能のワークフローを詳細に調査し，次に新たなプロセ

スを再設計・運営する。バーチャルな子会社としてのビジネスプロセスアウトソーシングの受

け手企業はその後，世界中に広がる自身の拠点を利用して業務をさらに分散させ，オフショア

化を起こす。その際，サービスやナレッジプロセスの実行能力の点からすると組織内部で行う

よりもより高い能力を有しているという理由から，Wipro等の一部のオフショア化受入企業が

利用されることもある（Engardio, Arndt, and Foust, 2006）。

　こうしたビジネスプロセスのオフショア化は，主にネガティブな側面に偏る形で大きく報道

されることとなった。具体的には，海外のビジネスプロセスの受け手企業が知識を獲得し，ア

ウトソーシングの受け手企業の予想よりも急速に，バリューチェーンを駆け上がっているとい

う懸念である （12）。そのような「キャッチアッププロセス」は，アウトソーシングの受け手企業

からすれば，海外の受け手企業から自身を差別化するような能力を弱体化させ得るものである。

また，知識集約的活動が大規模にアウトソーシングされる結果としてもたらされる専門化は，

アウトソーシングの受け手企業のコンピテンシーにhollow outを生じさせるおそれがある。こ

うした懸念は，製造活動のアウトソーシングというコンテクストでも取り上げられていたもの

である（Kotabe and Mudambi, 2009）。

２−３．オフショア化先での所有構造

　オフショア化は，make or buyの意思決定と深く関連するものである（例えば，Jahns, 

Hartmann, and Bals, 2006）。先行研究では主に，オフショア化先での所有構造を，キャプティ

ブ型，アウトソーシング型，およびハイブリッド型に分類する。キャプティブ型とはオフショ

ア化推進企業がオフショア化先に子会社等を設立するケースを指し，キャプティブ・オフショ

アリングともよばれる。一方，アウトソーシング型はオフショア化先の第三者オフショア化受

入企業へとプロセスをアウトソースするケースであり，オフショア・アウトソーシングともよ

ばれる。なお，第三者オフショア化受入企業は現地プロバイダーである場合もあれば，現地進

出の多国籍企業である場合もある。また，ハイブリッド型はジョイントベンチャーの形態であ

る。この形態は，日本企業が中国へのソフトウェア開発のオフショア化を行う場合によく見ら

れる。

　組織がオフショア化対象プロセスのオペレーションを完全にコントロールしたい場合には，
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キャプティブ・オフショアリングを追求する。例えばAmerican Expressでは，キャプティブ・

オフショアリング戦略を採用するとの意思決定によって，広い意味でのコスト削減の機会を得

ることができた。これは主に，インドで業務を行うことによる労働賃金の大幅な低下と，時差

を利用して作業量の持ち分を変化させた結果として全世界の顧客に24時間体制でのサービス提

供が可能となったことが原因である （13）。American Expressはさらに，グローバルレベルでベス

トプラクティスを構築することも可能となった。つまり，キャプティブ・オフショアリングを

採用する企業は，相対的なコストの低さを活用できるだけでなく，組織の全体的なケイパビリ

ティーを上昇させることができるということである。キャプティブ・オフショアリングは，ネッ

トワーク内部の様々なノードから学習を行い，ナレッジを活用することができるという特徴を

有している。

　次に，オフショア化推進企業がオフショア化対象プロセスを第三者のオフショア化受入企業

へアウトソースする，というパターンもある。この場合には，その他の所有構造と比較すると，

期待されるコスト削減の程度はより明確に予測することができる。オフショア・アウトソーシ

ングの潮流は概ね，初期において基本的な取引処理やコールセンターを引き受けるようなオフ

ショア化受入企業が，オフショア化先にビジネスプロセスアウトソーシング産業の素地を培っ

たことから発生したものである（Clott, 2004）。オフショア化受入企業との関係を構築する際に

は，オフショア化対象プロセスのオペレーションをオフショア化推進企業から移動させるため

の組織，およびそれに関連するベストプラクティスが必要とされる。オフショア・アウトソー

シングを考える上での課題となるものは，組織間のコントロール，契約の方法，キャパシティー

や柔軟性の保証といった側面である。さらには，顧客と直接的にコミュニケーションを行うコー

ルセンターなどのフロントオフィスオペレーションの場合は特に，文化の違いやエンパシーと

いったサービスの質的側面のマネジメントという課題にも対処する必要がある。

　最後に，ハイブリッド型のオフショア化というパターンもある。これは，キャプティブ・オ

フショアリングとオフショア・アウトソーシングの中間に位置するものである（Kalakota, 

2005）。ジョイントベンチャーでは２つ以上の企業が資源を結合・プールし，ある一定期間中プ

ロジェクトを共同で行うための新たな主体を設ける（Hitt, Ireland, and Hoskisson, 1999）。ジョ

イントベンチャーは共同の株式所有を通して共通の目的を作り出すが，そこには独立性という

特徴が備わっている。すなわち，ジョイントベンチャーでは自身のマネジメントと組織に自律

性を有し，両親会社からも異なる文化や実務を発展させるということである。ハイブリッド型

は，キャプティブ型やアウトソーシング型と比較すると立ち上がりが早く，株主となるためコ

ントロール力も強く，さらにはオフショア化先での法制度や政府との関係といった重要な問題

からも開放される，という利点をもつ。しかし同時に，オフショア化元側がトップを派遣した

ことが原因で生じる反発や信用問題といった，オペレーション開始後の懸念も存在する。
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２−４．デリバリーモデル

　ここまでの内容をロケーションと所有構造という二つの次元で整理すると，図１および図２

を描くことができる。これらの図から，オフショア化推進企業がオフショア化を実行する際に

採用するデリバリーモデルのパターンを見て取ることができる。Robinson and Kalakota（2004）

およびKalakota（2005）によると，これら２つのモデルはそれぞれ，第一次デリバリーモデル，

および第二次デリバリーモデルと呼ばれる。前者はハンドオフ形式のモデルであり，オフショ

ア化対象業務が十分に定義されコモディティー化されたものである場合にはオフショア化受入

企業とのコミュニケーションがさほど求められないため適切なモデルであるが，継続的なコ

ミュニケーションが必要とされるビジネスプロセスの場合には，適切なものではない。こうし

た第一次モデルの限界を克服すべく登場したものが第二次モデルである。とりわけ，ビルド・

オペレート・トランスファー方式（BOT方式）およびオフショアマルチソーシング方式が，最

近のデリバリーモデルの特徴である。
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Relationship
structure

"Offshoring"

Third-Party Vendor; Direct
with Offshore Provider

Outsource (Buy)

Joint Venture;
Collaborative

(Hybrid)

Competely Owned
Subsidiary; Acquisition;

Branch Office; Local
PresenceInsource

Onshore Offshore

(Make)

Geographic
location

Onsite Offsite
(Same Country) Nearshore Farshore or Offshore

図１　第一次デリバリーモデル

(注)　Robinson and Kalakota（2004），p.32およびJahns, Hartman, and Bals（2006），p.222を参考に，筆者作成。



　BOT方式では，オフショア化対象プロセスのオペレーションを設立する際には第三者オフ

ショア化受入企業の独自の人材が活用され，特定の期間が経過すると，顧客企業，すなわちオ

フショア化推進企業の完全コントロールへとオペレーションが移転される。例えば，カリフォ

ルニア州サンタクララに本社を構えるセミコンダクター企業のTensilicaは，インドにエンジニ

アチームを設けることによって自身のコアエンジニアリングチームの拡張を図った。そのため

にTensilicaは，インドのアーメダバードにあるeInfochipsとBOT方式のオフショア化契約を締

結した。BOTのうちBO（ビルドおよびオペレート）の期間中は，エンジニア数を計算の基礎

として，TensilicaがeInfochipsへ一ヶ月ごとの固定フィーを支払う。事前にTensilicaの裁量で

18〜24 ヶ 月という期間が定められており，これを経過した後は交渉により決定された移転

フィーで移転が行われるのである（Dixit, 2007）。

　BOT方式は，設計，エンジニアリング，化学工学といった独自のナレッジベースを中心に独

自のコンピタンスが構築されるような産業の多くで「形式的に必要な」ものとなってきており，

医薬品設計，あるいは先端の自動車・航空機のエンジニアリング設計等の環境にある多くの企

業は，オフショア化対象業務のオペレーションを行う上でBOT方式を採用してきた。それら企

業の成功を足掛かりとして，例えばDayton Hudson’s Target，Pearson Publishing，British Airways，

およびLufthansaといった大規模企業が，ルーティン業務であるはずの取引処理についても同様

の方式を採用する，というパターンも見られる。
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Relationship
structure

Third-Party Vendor; Direct
with Offshore Provider

Outsource (Buy)

Joint Venture;
Collaborative

(Hybrid)

Competely Owned
Subsidiary; Acquisition;

Branch Office; Local
PresenceInsource

(Make)

Onsite Offsite
(Same Country)

Offshore                                                           (Foreign
Country)

Geographic
location

図２　第二次デリバリーモデル

(注)　Robinson and Kalakota（2004），p.40
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　一方，オフショア化推進企業がリスクの削減という意識を強く有する場合には，オフショア

マルチソーシング方式が採用されることがある。例えば，ある企業は財務・会計についてはシェ

アードサービスセンターを設立し，コールセンター業務のオペレーションについては第三者オ

フショア化受入企業にアウトソースするかもしれない。さらに研究開発業務に関しては，その

他のオフショア化受入企業とジョイントベンチャーを組む可能性もある。すなわち，オフショ

アマルチソーシング方式を採ることによって，オフショア化推進企業は最善の組み合わせから

生じる利点を獲得することができ，柔軟性が多くもたらされるのである（Robinson and 

Kalakota, 2004）。

　この方式はさらに，２種類に分けることができる。１つめは，CitibankとAmerican Express

が両社ともに採用しているハブアンドスポーク型のオフショアマルチソーシング方式である。

両社はオフショア化対象プロセスのオペレーションを自身で行うと同時に，コラボレートする

パートナーも抱えており，パートナーの一部を自身のハブ拠点で業務に当たらせることを通し

て訓練を施し，スポーク拠点へと戻すということを行っている。２つめの種類としては，単に

リスクを削減するために複数のオフショア化受入企業を利用するというものである。例えば

Guardian Life Insurance Companyは，ムンバイのPanti Computer Systems，ニューデリーのNIIT 

Technologies，およびミシガンのCovansysと契約を結んでいる。すなわち，一ヶ所のオフショア

化受入企業と大きな長期的契約を結ぶのではなく，複数のロケーションに分散したデリバリー

モデルを作ることを意図して複数のオフショア化受入企業のコンソーシアムと関係を結んでい

るのである（Robinson and Kalakota, 2004）。

３．おわりに：オフショア化と理論の結び付き

　本稿ではまずオフショア化の実例や定義上の混乱に触れ，次にオフショアと類似する表現を

整理し，続いてオフショア化の対象やデリバリーモデルについて説明した。オフショア化の分

析視点を広く取り上げたという点が本稿の特徴であるが，同時にオフショア化研究の課題を提

起するものでもある。すなわち，本稿で示された多様性を反映するように，オフショア化研究

もまた多様となり得る，という点である。

　先行研究の論点としては，例えば，オフショア化に適合する業務の識別（Metters, 2008; 

Youngdahl and Ramaswamy, 2008），ロケーションの選択（Graf and Mudambi, 2005），受入企

業とのパートナーシップのあり方（Kedia and Lahiri, 2007），オフショア化がはらむ不可視的

コスト（Stringfellow, Teagarden, and Nie, 2008），またはオフショア化にまつわる制度上の問題

（Kshetri, 2007）等が挙げられる。こうした先行研究の多くは，取引コスト，資源ベース，バリュー

チェーン，あるいはアーキテクチャといった既存の理論やコンセプトを用いてオフショア化を

説明しようとする（例えば，Ellram, Tate, and Billington, 2007，Grote and Taube, 2007，およ

びJahns, Hartmann, and Bals, 2006）。そこでは主に，製造のオフショア化に対する説明の仕方
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が，IT関連サービスやビジネスプロセスのオフショア化へと応用されているのである。

　その一方で，少数ではあるものの，大規模サーベイやコンテントアナリシス等を用いてオフ

ショア化の理論構築を行おうと意図する研究もある。例えば，デューク大学のArie Lewinを中

心としたCIBER（Center for International Business Education and Research）における「オフショ

アリングリサーチネットワーク」が挙げられる。当該研究では，オフショア化に取り組む企業

について，６ ヶ月ごとのデータが過去数年間に渡って収集され，オフショア化推企業が抱く目

的および懸念事項，オフショア化の対象，ロケーション，およびサービスデリバリーモデル

（自社内でまかなうか，または第三者の企業へアウトソースするか）といった内容のサーベイ

結果が提示されている（Lewin and Massini, 2006）。Lewinらによる研究以外にも，デンマーク

企業のオフショア化に関して郵送によるサーベイを行ったMaskell, Pedersen, Petersen, and 

Dick-Nielsen（2007）の研究など，いくつかの研究が着手されている。この場合には，新たな現

象としてのオフショア化（特にビジネスプロセスやナレッジプロセス）の現状を把握し，類型

化を行うことに力点が置かれる傾向にある。

　以上のような状況にあるオフショア化研究に対し，本稿のむすびとして，オフショア化現象

とその説明理論の関係性について触れたい。この点に関し，Zahra（2007）は有用な枠組みを提

示している。当研究によると，研究対象の現象に関して「何が重要なのか」，「なぜそれが重要

なのか」，「その重要性を決めるものは何か」，および「どういった結果が期待されるのか」を知

るための指針となるものが理論であり，関心対象の現象と理論を結びつけるためにはコンテク

スト付けが求められる。コンテクスト付けとは研究の目標や立場を理論と効率的に結合するこ

とであり，研究者はそれを足場として自身が説明しようとする現象の本質を見抜こうとする。

　現象が新規か既存か（十分に理解されているかどうか），および理論が新規か既存か（十分

に確立したものであるかどうか），という軸を用いると，４つのシナリオを描くことができる。

表３は，各シナリオの短所，およびコンテクスト付けの方法についてまとめたものである。本

稿でみたように，オフショア化の対象は製造，IT，およびビジネスプロセス（さらにはナレッ

ジプロセス）へと拡大しており，既存現象から新規現象までをカバーしている。その一方で，

前節で触れたオフショア化の諸側面からも明らかなように，オフショア化の分析視点は幅広く，

さらには先述のように，オフショア化の説明方法は多様である。したがってオフショア化研究

は，４種類すべてのシナリオに該当し得るものと言える。
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新規既存新規既存現象

新規新規既存既存理論

４３２１シナリオ

豊富中程度中程度控えめコンテクスト上
のリッチネス

事実調査になる

現象や理論の定義が
不明瞭になる

新たな状況に対し
て，関連性の説明を
行わない

他の理論ではなく新
たな理論を採用する
ことの優先性を明確
にしない

なぜ当該現象が説明
するに値するのかを
明示しない

理論の普遍性を仮定
する

境界の定義を不明確
にする

諸見解が理論に対し
て意味するところの
ものを見落とす

状況を考えずに機械
的に理論を適用する

理論の境界を無視す
る

不規則あるいは矛盾
するような見解を無
視する

対立する議論を見落
とす

共通した短所

ある程度の正確性を
もって，現象の境界
を定義する

調査対象となる現象
の独自性を明らかに
する

議論の新規性を明ら
かにする

理論がその他の現象
へと応用される場合
の状況(条件)につい
て議論する

リサーチサイトの
リッチネスを捉え，
十分に検討する：　
提案された一連の考
えに対し，サイトの
特徴がどのように影
響を与えるのか

理論と新規現象の関
連性を明確にする

理論の基礎にある基
本的前提について，
公正にテストする

理論に立ち返る：　
結果が理論の前提や
予測にどのような影
響を与えるのか

新たなコンティン
ジェンシーを発見す
る

時間を追った形で変
化を説明する

前提(仮定，条件)を
緩和する

理論がテストされる
状況を変える

メタアナリシスを行
う

最善の形で理論
をコンテクスト
付けするには？

表３　現象と理論の結び付き

(注)　Zahra（2007），p.446を筆者翻訳。
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注

茨　本稿では，オフショア化とオフショアリングは同義語として使用する。
芋　オフショア化を実行する企業，オフショア化対象を引き受ける企業，およびそれらが属するロケー
ション等について，少なくとも日本語ではこれらを一般的に表す用語は設けられていないようであ
る。よって本稿ではいくつかの用語を設定した。すなわち，オフショア化の対象となるプロセスの
出し手企業のことを「オフショア化推進企業」と表現し，これが属する本国（主に欧米等の先進国）
のことを「オフショア化元」または「オンショア」とする。一方，オフショア化対象業務の受け手
企業のことを「オフショア化受入企業」とし，インドや中国に代表されるようなそれらが属する国，
すなわちホスト国のことを「オフショア化先」と呼ぶ。なお，オフショア化受入企業は大きく４つ
に分類され，オフショア化推進企業の子会社，そこからスピンアウトしたり欧米での教育経験を積
んだ現地の第三者プロバイダー，現地進出の多国籍企業，およびジョイントベンチャーである
（Dossani and Kenney, 2007）。
鰯　これらの概要に関しては，Bivens（2005）を参照。
允　Kirkegaard（2004）は，国際貿易統計においてオフショア化，特にオフショアアウトソーシングが
どう表れるかに関する考察を行っている。
印　Doh（2005），Pai and Basu（2007），およびRamanujan and Jane（2006）は，経済学，法学，およ
び経営学の視点へとオフショア化が投げかける課題について論じている。
咽　オフショア化推進企業が事前に抱く目的および懸念が，オフショア化着手後においてどう変化し
たかという点と，オフショア化の中断はどのように関係するのか。このことについて，ブール代数
バージョンの定性的比較分析を用いて探った研究として，伊藤（2008）が挙げられる。

員　言語上の問題によって，アメリカがオフショア化元であるオフショア化推進企業が，コールセン
ター業務をファーショア化先（狭義のオフショア化先）であるインドからニアショアのカナダへと
移したというケースもある。
因　オフショア化先の例については，A. T. Kearney（2004）を参照。
姻　オフショア化と類似した用語で「インショア化」というものがあるが，これはオフショア化をオ
フショア化先の視点から見た場合の表現である。
引　McKinsey（2003）は，「取引の複雑性」と「必要とされる知識や技能」という観点からオフショア
化対象業務を分類している。この研究によれば，オフショア化対象業務はこれら二つの観点が低い
ものから順に，バックオフィス業務，顧客対応業務，企業に共通する業務，調査・分析業務，およ
び研究開発業務に分けられる。なお，研究開発業務の例としては，バイオテクノロジーおよび製薬
に関する研究開発や，放射線医学およびX線写真に関するサービス等が含まれる（Trefler, 2005）。
飲　オフショア化の歴史に関しては，Metters and Verma（2008）を参照。
淫　オフショア化推進企業をクライント企業とベンダー企業に分けるという点については，Palvia 
（2004）を参照。
胤　タームゾーンの異なる場所へのオフショア化によって，マネジャーは「定刻までに仕事を終える」
ことができ，一部のコールセンターを，米国よりも10〜12時間早いインドから調達することで24時
間体制のコスト効率的なサービスを提供することができる。しかしながら，他のタイムゾーンの人
材とのコミュニケーション（特に電話会議）には常に困難がつきまとうこともあり，結局のところ
費用や時間をかけてオフショア化先へ足を運ぶ必要が出てくる場合もある。そうすると，サービス
の調整コストが上昇することとなる。
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